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出典:全国及び供給区域ごとの需要想定（2024 年度）（2024年1月24日、電力広域的運営推進機関機関）最大需要電力値を基にNEDO作成

東京
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小さな島国（国土はロシアの2%）

高い電力需要
913TWh、世界第5位
（2021年、ロシアと同程度）

10の一般送配電事業者による安定供給

九州
15GW

※交流ループ
化予定

出典:EIA統計
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出典:⾧期エネルギー需給見通し（2015年）・第6次エネルギー基本計画（2021年）・総合エネルギー統計（2022年）、資源エネルギー庁
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NEDO 「コネクト」と「マネージ」
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NEDO コネクト&マネージの取組み

1958 1988 1992 2002 2007 2011

六甲アイランドでの多数台太陽光等
系統連系試験（2kW×100台）

 小型PVの系統連系時の技術課題の解明
（電力品質、安定性、安全性）

 単独運転検出手法等の検証
系統連系仕様策定等に貢献

1986

日本初 民間での太陽光発電採用
東北電力 VHF無線中継局
（70W 単結晶Si、福島県信夫山）

太陽光発電による余剰電力の
販売価格での買電制度開始
（電力会社での自主的取組み）

19911989 2008 2009

系統連系規程改訂
高速動作を可能とする新型能動方
式による単独運転検出方法を追記、
事故時運転継続（FRT）要件を規定

 住宅用太陽光発電システムが
多数台連系する際の新型単独
運転検出方式を開発・評価

群馬県太田市での集中連系型
システム実証（住宅553軒）

多数台連系対応の
認証に向けた試験方法開発

 多数台連系対応の単独運転検出
装置の試験方法の開発

 電圧・周波数変動に関するFRT
要件に対する試験の実施

 JET認証準備
 系統連系規程反映準備

NEDOプロジェクト
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インバータ電源（太陽光・風力）の発電比率の拡大

出典:資源エネルギー庁総合エネルギー統計 時系列表（令和6年4月12日公表）（2010年以降データ）、電力供給計画の概要、総合資源エネルギー調査会
新エネルギー部会（第３１回）参考1-2（2009年2月25日）（2009年以前データ）に基づきNEDO作成
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再エネ等の更なる連系拡大に伴う主な課題

再エネ等による
逆潮流の増加

天候等により出力
が変動

同期発電機が
相対的に減少

(インバータ電源・
負荷の増加)

主な課題

 送電線の運用容量の制約や配電用変電所の変圧
器容量超過が発生する潮流

 需給不均衡による周波数振動・変動が増加する
 系統慣性が低下することで、事故時の周波数維持能

力が悪化する
周波数維持

 これまで同期機が担っていた電圧維持能力が減少す
る

電圧安定性
維持

 同期化力が減少することで過渡安定度が低下し、同
期発電機の脱調が発生しやすくなる

過渡安定度
維持

 インバータ電源・負荷の機能に起因して、電圧フリッカ
や高調波等が発生しやすくなる

電力品質の
確保

 短絡電流の供給源が減少してしまうことで、系統事故
時の事故検出が難しくなる

 配電系統においてインバータの従来の保護機能・要
件と干渉する など

系統保護
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NEDO コネクト&マネージの取組み

研究開発項目(Ⅰ)
風力発電予測・制御高度化

研究開発項目(Ⅱ)
予測技術系統運用
シミュレーション

研究開発項目(Ⅲ)
再生可能エネルギー連系拡大
対策高度化
※出力制御ルールの改定を受け、順次追加。

（風力:2015年度～、太陽光:2016年度～）

 課題として残っていた風力発電の急激な出力変動（以下「ランプ」）に着目し、予測技術や出力の変
動を抑制する出力制御技術を高度化させ（研究開発項目Ⅰ）、予測と出力制御を踏まえた需給
運用の基本的な手法を確立する（研究開発項目Ⅱ）

 また、2015年の出力制御ルールの改定に伴い、発電事業者に義務付けられた遠隔出力制御システ
ムの高度化を効果的に実現するため、よりきめ細やかな出力制御を実現する研究開発を実施（研究
開発項目Ⅲ）

電力系統出力変動対応技術研究開発事業 2014年度～2018年度（5年間）
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再エネ等の更なる連系拡大に伴う主な課題

再エネ等による
逆潮流の増加

天候等により出力
が変動

同期発電機が
相対的に減少

(インバータ電源・
負荷の増加)

主な課題

 送電線の熱容量等制約を超過する
 配電用変電所の変圧器容量を超過する潮流

 需給不均衡による周波数振動・変動が増加する
 系統慣性が低下することで、事故時の周波数維持能

力が悪化する
周波数維持

 これまで同期機が担っていた電圧維持能力が減少す
る

電圧安定性
維持

 同期化力が減少することで過渡安定度が低下し、同
期発電機の脱調が発生しやすくなる

過渡安定度
維持

 インバータ電源・負荷の機能に起因して、電圧フリッカ
や高調波等が発生しやすくなる

電力品質の
確保

 短絡電流の供給源が減少してしまうことで、系統事故
時の事故検出が難しくなる

 配電系統においてインバータの従来の保護機能・要
件と干渉する など

系統保護
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容量不足への対策ー系統増強

出典:資源エネルギー庁 第80回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会（2024年9月9日） 資料4

広域系統⾧期方針（広域連系系統のマスタープラン）の概要
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空容量

接続契約申し込み（１）

接続契約申し込み（２）

接続契約申し込み（３）

接続契約申し込み（４）

【先着優先】
申し込んだ時点で空容量があれ
ば、申し込み順に容量を確保

新規接続契約申込み

設備容量
運用容量

故障が発生しても安定し
て運用できるよう限度値
を設定している
（例:送電線の１回線故
障）

空容量が無い系統に、新規に
接続希望があった場合には、必
要な増強工事を行う

日本の接続契約の申し込みのイメージ

系統の増強には多額の費用と時間が伴うものであることから、
まずは、既存系統を最大限活用していくことが重要

出典: 「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 中間整理（２０１８年６月）」から抜粋

新規電源の受け入れと系統増強（従前）
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出典: 「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 中間整理（２０１８年１２月）」から作成

【緊急時用に確保】

設備容量

運用容量

従来の運用 見直しの方向性

②
①風力

火力

太陽光

【緊急時用に確保】

③

太陽光火力

風力

見直しの方向性従来の運用

実態に近い想定想定潮流の合理化全電源フル稼働①空容量の算定

事故時に瞬時遮断する装置の設置により、枠を開放N-1電制半分程度を確保②緊急時用の枠

混雑時の出力制御を前提とした、新規接続を許容ノンファーム型接続通常は想定せず③出力制御前提の接続

⇒ノンファーム型接続が残された課題。（2018年度末時点）

容量不足への対策
ー既存系統の最大限の活用（日本版コネクト＆マネージ）
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「日本版コネクト＆マネージ」への取組み
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対
象
系
統
の
潮
流

負荷持続曲線 8760h
(8760h=365daysX24h)

1h

運用容量
[MW]

年間の最低潮流

年間の最大潮流 空き容量

1h

[MW]
②空き容量ゼロ

電源接続により
潮流が更に増加負荷持続曲線

8760h
(8760h＝365daysX24h)

負荷持続曲線

従前 再エネ大量連系時

対
象
系
統
の
潮
流

③系統増強が必要

①新たな電源接続

新たな
電源接続

従前と再エネ大量連系時の負荷持続曲線

出典:東京電力パワーグリッド提供資料から作成



14

対
象
系
統
の
潮
流

負荷持続曲線
1h

運用容量

電源接続により
潮流が更に増加

運用容量を超過する場合は、発電出力制御

8760h
(8760h＝24h✕365days)

運用容量を超過する時間は、発電出力制御

１月の計画潮流（イメージ）

対
象
系
統
の
潮
流

[MW]
[MW]

既存系統を最大限活用:ノンファーム型接続

出典:東京電力パワーグリッド提供資料から作成
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 日本では、 空き容量の無い基幹系統を対象としたノンファーム型接続の受付を2021年1月から開始し、順次適用範囲
を拡大。

 ローカル系統の混雑を対象として、2023年４月からノンファーム型接続の受付を開始。今後の混雑が見込まれる時期ま
でに再給電方式（一定の順序）の出力制御順に基づく出力制御での混雑処理に対応。

ローカル系統混雑

再給電方式
（一定の順
序）での
制御対象

基幹系統混雑

系統
混雑

再給電方式
（一定の順
序）での
制御対象

2023年12月～

必要に応じて
高圧に拡大配電系統

（高圧: ～6.6kV* ）

基幹系統
（連系変電所以上:
132kV～500kV* ）

配電用
変電所

ローカル系統
（配電用変電所より上位:

22kV～154kV* ）

（低圧:100/200V、
10kW未満）

＊電圧階級は一般送配電事業者によって異なる
＊＊ :逆潮流
＊＊＊混雑:送電線の運用容量の制約により、発電事業者の運用や需要側に制約が必要となる状態

系統
混雑

ノンファーム型
接続

ノンファーム型
接続

日本のノンファーム型接続
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海外での類似制度

出典:各種資料を基にNEDO作成

系統構成等の異なる日本に最適なシステムを構築することが重要

欧米には、既存の設備を条件付きで利用可能とするノンファーム型接続と類似の仕組みがある。

米国ドイツ英国日本

ERCOT50Hertz他National Grid ESO一般送配電事業者系統運用者

ノンファーム型接続（ERIS）増強前提で早期接続**送電:増強前提で早期接続**

配電:ノンファーム型接続・フレキ
シブルコネクション

ノンファーム型接続混雑を許容する接
続方法

LMPに基づくノーダル制＋市場
外の再給電
（再エネ出力制御含む）

送電:再給電＋再エネ出力制
御***

配電:再エネ出力制御***

送電:再給電（バランシングメカ
ニズム）
配電:出力制御等

再給電平常時の混雑処理

送電（69kV～）送電（220kV, 380kV）
配電（～110kV）

送電（275～400kV）
配電（～132kV）

送電（66～500kV*）
*一般送配電事業者により異なる。ロー
カル系統（特別高圧）を含む。

適用系統

放射状メッシュメッシュループ、メッシュ（多重ルー
プ）、放射状

送電系統の特徴

***Redispatch2.0施行以降、再給電**出力制御は補償あり
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275kV

77,66kV:特別高圧

6.6kV:高圧

G

G

500kV

275kV:超高圧

G

G G GG G

77,66kV:特別高圧

77,66kV:特別高圧

ノンファーム適用
当該送電線

新たに当該特別高圧送電線、
配電線ごとに需要、電源計画を

取り込み潮流計画を策定
（48断面/ 30分毎24時間）

扱うデータ量が多い中で、 １日48断面の
潮流計画を策定する合理的かつ効率的な

新たなシステムの構築が必要

ノンファー
ム

電源計画

ファーム
電源計画

ファーム
電源計画

マージン

空き容量

当該線路の潮流計画策定1断面分
（48断面/ 30分毎24時間）

混雑を発生させない適切なマージンの設定

運用容量

発電事業者から
発電計画を受信

発電機ごとに個別制御
出力制御値を当該コマのゲートクローズ
後（実需給断面の1時間前）に送信

：

ノンファー
ム

電源計画

新たに
計画管理

：
高圧以上連系PV

導入件数:28,738件
導入量:2,386万kW
（2018.12末、全国）

•ローカル予測精度向上
•オンライン制御の必要性
•新たな制御装置機能
•セキュリティの確保

システム開発の必要性
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NEDOにおける
日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの開発

20232022202120202019

ノン
ファーム
型接続FS

ノンファーム型接続
システム開発 実系統

実証試
験ノンファーム型接続

システム個別機能検証

I.日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）【終了】

II.日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発【本事業】

 期間:2020-2023年度
 予算:約80億円
 一定の条件下で系統への接続を認める「ノンファーム型接続」といった日本版コネクト&マネージの仕組み

を実現し、既存系統を最大限活用していくための効果的かつ合理的な制御システムの開発と実証を実施
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実施体制

ＮＥＤＯ 東京電力パワーグリッド

東京電力ホールディングス

東京電設サービス

北海道電力ネットワーク

日立製作所

東北電力ネットワーク

電力中央研究所

テプコシステムズ

日本気象協会

伊藤忠テクノソリューションズ

東京大学

四国計測工業

PL:岩本 伸一
早稲田大学 名誉教授

SPL:奈良 宏一
茨城大学 名誉教授

幹事会社

千葉工業大学再委託
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（１）仕様検討
東京PG、北海道NW、東北NW、
日立、四国計測

（１）システム開発
東京PG、日立、四国計測

（１）ロジック検討
テプシス、TDS、電中研

（１）ロジック検討（将来）
電中研、東京大学

（１）伝送仕様検討
電中研

（４）システムセキュリティ
に関する評価

東京PG

（２）既設システムの改修
東京PG、北海道NW、東北NW

（３）再生可能エネルギーの
ローカル予測精度の検討
東京PG、東京HD、東北NW、日本気象協会、
CTC、東京大学

（５）フィールド実証
東京PG、テプシス、TDS、電中研

（６）海外動向調査
東京PG、etc

系統課題・情報
の共有開発システムの仕

様へ反映

フィードバック

東京電力
PG

ＰＪ全体を統括

各結果を反映し、実証を行う

各検討へ調査結果を共有

実運用（2024年～） 全国展開（202X年～） 次期システム改良（202X年～）

将来システム反映

： 業務の流れ

（１）日本版コネクト＆マネージメントシステムの開発

実施項目の分担と連携
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20232022202120202019研究項目

（１）日本版コネクト&マネージ実現に向けたフィージビリ
ティスタディ

①日本版コネクト＆マネージメン
トシステムの開発

（２）日本版コネクト
&マネージを実現する
制御システムの開発

②既設システムの改修

③再生可能エネルギーのローカル
予測精度の検討

④システムセキュリティに関する評価

⑤フィールド実証

⑥海外動向調査

システム設計・
製作・総合試験

試験運用・チューニング

仕様検討
システム改修

対向試験

実証方法策定
試験系フィールド実証

実系統フィールド実証

仕様検討
手法作成・評価

総合評価

机上調査

Webヒアリング 現地調査 Webヒアリング

追加対策実施

ペネトレーションテスト
机上検討 セキュリティ対策検討・構築

中
間
評
価

終
了
時
評
価

フィージビリティスタディ

研究開発のスケジュール

ロジック検討・要件定義



22

開発した日本版コネクト＆マネージメントシステム

＜混雑予想＞
①前日15～17時
②5時間前
③ゲートクローズ後
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【step１】
送電線潮流

作成

【step２】
運用設定値作成

系統制御量を
ﾉﾝﾌｧｰﾑ発電機毎に

配分
【step３】

系統混雑計算

【step４】
系統制御量
需給制御量

取込

【step５】
電源毎への

制御量配分計算
出力制御量の

配信

出力制御値の
HPへのアップ

出力制御値

[既設システム]
エリア制御必要量

系統制約ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

需給制約ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

2つの管理システム間で連携することで、
系統制約と需給制約の両方を考慮した
きめ細やかな制御が可能

開発したシステムのロジック
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ゲートクローズ後の実需給断面において、
基幹系統、ローカル系統に接続する電源（非調整電源を含む）
の一定の順序による制御に対して適用

中給システム

中給

需給スケジュール
作成システム

OPF機能 ノンファームロジック

『3h前～実需給』
・指令値
・単価情報
・発電機上下限

『前日～３h前』
・運転想定
・単価情報
・発電機上下限

①

④

②

◆混雑発生の有無
◆調整力の発電上限値
◆電源Ⅲの制御量（一定順序）
◆混雑系統の下げ調整量
◆非混雑系統の上げ調整量

【参考値】
◆各発電機の発電機指令値

③

調整電源

指令

⑤調整電源の発電上限
値を反映し、EDC演算

再給電ロジック

日本版コネクト＆
マネージメントシステム

日本版コネクト＆
マネージメントシステム

出力制御配信システム

■OPF機能

【想定潮流】
・需要/再エネ予測考慮
・系統切替を考慮

指令

電源Ⅲ火力など

再エネ

系統制約マネージメントシステム

演算結果

諸元

諸元
演算

中給中給

再給電方式への追加的な対応
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ローカル予測精度の検討

日
本
版
コ
ネ
ク
ト
＆
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

気象サー
バー

気象モデル

東京電力PG既設システム

再エネ予測システム

需要予測システム

・エリア再エネ予測
・配変毎の再エネ予測★
・ローカルWF予測★

配変毎の需要予測●東京電力HD
⇒既存手法の配電線区間単位から配電用変電所単位

の需要予測手法の開発

ローカルPV予測(ﾏｸﾛ→ﾐｸﾛ）★東京電力HD
⇒既存のｴﾘｱ予測手法を改良し、配変毎に設備量を集約し、

ﾛｰｶﾙ予測手法を構築
予測をメッシュ化し配変単位の予測
発電量を算出

ローカルWF予測★東京電力HD
⇒ﾓﾃﾞﾙに必要となる風車係数等を過去の 実績ﾃﾞｰﾀから統計的に算出、

地域別の予測ﾓﾃﾞﾙを構築
予測ﾓﾃﾞﾙを構築しｼｽﾃﾑへ機能追加

需要運用への予測選択手法の開発 （東京大学）
⇒系統制御を含む需給運用における予測の適用性評価手法を開発し、その指標に基づく

最適な予測を選択する実運用における予測選択手法を開発

気象会社

日射量予測★日本気象協会
⇒日射量計を設置し既存予測手法の精度

確認、ﾛｰｶﾙ予測系統に適した手法を確立
検証結果を踏まえた、気象予測ﾃﾞｰﾀを提供

風況予測 ●日本気象協会
⇒ﾛｰｶﾙ系統を対象とした独自気象ﾓﾃﾞﾙを

活用しﾛｰｶﾙ系統に適した手法を確立

ローカル日射予測に基づくPV出力の系統制御特性の評価手法の開発（東京大学）
⇒将来系統において、合理的な系統制御実現に向けたPV応答性をモデル化し応答特性評価手法の開発

★:実証期間中に織り込む内容
●:実証期間にシステムに未織り込みの内容

将来のシステム運用下での系統制御ロジックを考慮した定量分析

東北NWの
既設システムを改修

<改修内容>
・PV予測・推実ﾒｯｼｭ化（3面持ち）
・風力予測ﾛｼﾞｯｸ追加
・特高・配変毎の予測発電量算出

ローカルPV予測(ﾐｸﾛ→ﾏｸﾛ)●東京電力HD
⇒配変下における特高・高圧・低圧全量・低圧その他の

4区分を統計的手法を用いてﾓﾃﾞﾙ化

特高・配変単位の
PV・WF発電量を
送信(予測・推実)

ローカルWF予測 ★ CTC・東北電力NW
⇒複数の海外気象機関の気象ﾓﾃﾞﾙ

ﾃﾞｰﾀを活用したｱﾝｻﾝﾌﾞﾙ予測の適用

ローカルWF予測 ●CTC・東北電力NW
⇒観測ﾏｽﾄおよびﾗｲﾀﾞｰによる風況観測ﾃﾞｰﾀとSCADAﾃﾞｰﾀ等

のWF詳細ﾃﾞｰﾀを活用した予測手法の検討

・エリア需要予測
・過去参照日
・気温予測、実績
・需要実績データ
・配変毎の需要予測●
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達成度・根拠成果研究開発目標（NEDO基本計画 最終目標）

◎

当初計画にない
制度変更を仕様

に反映、
フィールド実証を
通じC&Mシステ
ムの妥当性・有

効性を確認

 国の審議会で新たに整理された系統制約での出力制御ルールと、送配電
等業務指針に基づく需給制約での出力制御ルールに則り、OPFに基づく
再給電方式（一定の順序）などを含める形でシステムの仕様を策定・実
装※し、基本的な技術仕様を一般送配電事業者等へ共有した。

※2022年の国の制度変更にはシステム開発が間に合わないことから、ローカル系統の系統制約
での出力制御は、当面、ノンファーム電源のみを対象に一律制御を実施。

 試験系でのフィールド実証により、既設システムからの各種情報を基に作成し
た想定潮流と実績潮流の差異を検証し、実潮流と近しい潮流想定が算出
可能なことを確認。

 また、系統・需給が協調し、適正な制御量の配分となること、30分コマごとの
出力制御量の演算＋出力制御情報の配信が実需給開始までに実行可能
であることを確認した。

 実系統でのフィールド実証において、出力制御機能付PCSを設置している発
電事業者に対してC&Mシステムを通じて出力上限値を配信し、事業者が上
限値以内で出力を制御できることを一気通貫試験にて確認。出力制御を
可能とする機能が適切に実装されていることを確認した。

 また、出力制御を実施した際の系統の潮流変化を確認し、放射状系統・
ループ系統ともに机上で算出した制御効果と実制御試験の潮流変化を比
較し、C&Mシステムの有効性を確認した。

 出力制御機能付PCS等の技術仕様、伝送仕様を策定・公開するとともに、
フィールド実証による検証結果等を基に、C&Mシステムに係る仕様書を作成
し、公開した。

・ノンファーム型接続システムについて、フィールド実証において
ノンファーム適用系統の活用可能な空き容量に対し、ノン
ファーム発電事業者による発電を制度設計に基づき最大
限受け入れた際にも、計画通りに出力制御（制度設計に
基づき、算出した各コマ（30分毎48コマ／日）の出力制
御値を、当該コマのゲートクローズ後（実需給断面の1時
間前）に送信）を行い、混雑を発生することなく適正な運
用が可能であることが検証されていること。

・ノンファーム型接続システムについて、従来の電力需給バラ
ンス維持のための再生可能エネルギーの出力制御システム
等と協調運用が可能であり、フィールド実証にて検証されて
いること

・また、システム全体のコスト最小化の観点から、システム保
守業務及び潮流計画・監視業務の煩雑化を極力回避し、
保守・運用者の負担が極力増加しないような合理的かつ
効率的なシステムが開発されること

・フィールド実証による検証結果をもとにノンファーム型接続シ
ステムを実現するための基盤技術を確立し要求仕様を取り
纏めること

アウトプット目標の達成状況
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広域情報処理システム

再エネ予測システ
ム

需要予測システ
ム

需給制御システム

日本版ｺﾈｸﾄ&ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

託送システム

系統制御システム
（系給, 地方給）

需給スケジュール
作成システム

既設システム
（2023年度下期改修完了）

①想定潮流の
妥当性評価
（試験系）

需給制約マネージメント
システム

需給制約マネージメント
システム

①制御量算出・配分ロジック
の妥当性評価（試験系）

系統制約マネージメント
システム

系統制約マネージメント
システム

発電出力
上限値を配信

出力制御配信
システム

出力制御配信
システム

出力制御機能付PCS

上限値

②実機制御後の混雑解消の確認
（実系統での実制御）

・既設システムからの各種情報を基に作成
した想定潮流を検証

・系統混雑時の制御量算出結果を検証

・配信システムからの制御情報を基に出
力制御した結果を検証（PCS実機への
制御信号配信、実制御状況を確認）

・協力事業者ごとに３日間実施

・下げ調整力不足を仮想的に作り出し、
需給制御における事業者ごとの配分結
果を検証

・想定潮流作成
・制御量演算
・上限値作成

C&Mシステムの妥当性・有効性を検証するため、①試験系での想定潮流・制御量算出・配
分ロジック検証と、②実機制御（実系統での実制御）による潮流・制御検証を行うフィールド
実証を実施。

実証試験対象発電設備
（協力事業者設備）

フィールド実証の概要
アウトプット目標の達成状況



28

①試験系フィールド実証の結果概要
アウトプット目標の達成状況

既設システムからの各種情報を基に作成
した想定潮流と実績潮流の差異を検証し
実潮流と近しい潮流想定が算出可能な
ことを確認。

12/29の平均誤差
2.1%

ある送電線の想定潮流と実績潮流比較

想定潮流の
妥当性評価

制御量算出・
配分ロジックの
妥当性評価

系統・需給が協調し、適正な制御量の
配分となることを確認するとともに、30分
コマごとの出力制御量の演算＋出力制御
情報の配信が実需給開始までに実行可
能であることを確認。

１つの送電系統の平均誤差:2～3%程度（現時点）

系統制約・需給下げ代不足の同時発生を模擬した場合、
演算開始から配信完了までに要する時間は約55分

（試験系フィールド実証内での最⾧演算時間）

系統制御と需給制御の協調制御の配分結果（個別発電所）
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発電事業者設備
の応動確認

C&Mシステムにて演算した出力上限値
以内にて各発電事業者が出力制御でき
ていることを確認し、実運用に適用できる
見通しを得た。

実機制御後の
潮流変化の確認

制御量が直接的に潮流変化するわけではないル
ープ系統にて、机上での分流効果を考慮した潮
流変化量と、実際の潮流変化実績を比較し、
ほぼ近しい結果を確認。

実制御試験の潮流変化が妥当であることを確認
した。

事業者B

制御遅れは技術
仕様の範囲
（5-10分以内）
に収まる

ある事業者の出力制御試験結果（10分実績）

出力制御量に分流効果（特高B:97%、
特高D:70%）を考慮した潮流変化量

（想定）

水上線（ループ系統）の潮流変化実績（右下は12:00-13:00）

②実系統フィールド実証の結果概要
アウトプット目標の達成状況
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出力制御機能付PCS等の技術仕様、伝送仕様の策定・公開
アウトプット目標の達成状況

特別高圧の発電事業者と送受信する必要があるデータ項目を定め、IEC 61850と整合
させて、66kV以上に連系する出力制御機能付PCS等の技術仕様と伝送仕様をまとめ、
2021年9月に東京電力PGのHPにて公開済み※。

事業の検討成果やIEC61850の仕様改定に向けた動きを踏まえ2022年11月に技術仕
様・伝送仕様、水力、バイオマス、地熱を含む各電源の特性も踏まえた仕様とすることが国
の審議会で議論されたことなどを踏まえ、2023年6月に技術仕様を改定。

※各一般送配電事業者は本仕様に準じた仕様書のほか、66kV未満に連系する出力制御機能付PCS等の技術仕様も公開済み。



31

本事業においてC&Mシステムに係る仕様書を作成。一般送配電事業者各社に対し、今
後、各社のシステム構築を進める上で必要となる、システム全体概要および主要機能ロ
ジックを記載した、以下9冊の仕様書を公開。

概要仕様書名

システム全体の概要として各機能や構成の基本的な仕様を記載（システム構成、ソフトウェア、系統
制約・需給制約機能、ユーザーインターフェイス、データベース、システムセキュリティ等）

システム基本仕様書

本体システムと既設システムが相互に情報を連係するための入出力情報伝送機能について記載入出力情報伝送機能仕様書
入出力情報伝送画面仕様書

当日・翌日の予想系統状態作成機能についてロジックの詳細を記載予想系統状態作成機能仕様書
予想系統状態作成画面仕様書

系統制約機能について、再給電方式やゾーン方式も含めたロジックの詳細を記載系統制約機能仕様書
系統制約画面仕様書

需給制約機能について、既設の需給スケジュール作成システムや本体システム内の出力制御配信シ
ステムとの連係を含めた詳細を記載

需給制約機能仕様書
需給制約画面仕様書

C&Mシステムの基本技術にかかわる仕様書の共有
アウトプット目標の達成状況
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日
本
版C&

M

シ
ス
テ
ム

気象サーバー気象モデル 再エネ予測システム

気象会社

複数予測モデルを組み合わせた統
合予測手法を確立しローカル系統
に適した気象予測データを提供

特高・配変単位の
PV・WF発電量を
送信(予測・推実)

ローカルPV予測 配電用変電所ごと（予測・推実をメッシュ化し配変に紐づけ）
及び特高個別に太陽光発電量を予測するモデルを開発

過去の風力発電量実績等を利用したローカル
風力発電量予測モデルを開発し、機能追加

エリア予測ではパラメータは全てのメッシュで共通のためローカル予測に適さない
気象の類似性を踏まえた地理的区間（クラスタ）に分け、その区間毎にパ

ラメータ（傾斜角・方位角・補正係数）を設定できる機能を具備

ローカル風力予測
予測精度を検証

再エネ予測システムの改修概要

太陽光発電のローカル予測:既存のエリア予測手法を改良したローカル予測モデルを構築。
フィールド実証系統の９地点の配変・特高単位における予測精度が誤差率平均4.5～9.8%
（目標20%以内）であることを確認。

風力発電のローカル予測:SCADA情報を含まない過去の風力発電量実績等を用いた風力
予測モデルを構築。ウインドファームが設置されている９地点での予測精度が誤差率平均6.8
～19.9%（目標20%以内）であることを確認。

再エネ予測システム精度の検証
アウトプット目標の達成状況
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アウトカム達成までの道筋

エネルギー基
本計画での

再生可能エネ
ルギー割合

(36～38％)
達成への貢献

2019 プロジェクト
終了

日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの開発

再生可能エネ
ルギーの導入

拡大、
カーボンニュー
トラル実現への

貢献、
流通設備効率
向上等による
社会コストの低

減

アウトプット目標 波及効果
（インパクト）

アウトカム目標

ノンファーム接続電源の拡大

PCS等の技術仕様、
伝送仕様の策定

C&Mシステム
標準仕様策定

C&Mシステムの
開発・運用（導入）

2030

一般送配電事業者

制御装置の開発・普及

PCS等メーカ

国による
制度方向性

決定

要求仕様
定義

（FS）

2020 2023

資源エネルギー庁（、広域機関）

C&Mシステム開発・実証

ローカル系統
ノンファーム適用開始

2023.4
基幹系統
ノンファーム適用開始

2021.1
東電PG C&Mシステム実適用
開始（ノンファーム一律制
御）

2024.4

ローカル系統
制御方式変
更への対応・
精算システム

開発

対象系統
をローカル
系統へ拡

大

ローカル系
統の制御
方式変更

再給
電方
式の
適用

制御方式
移行

混雑時
制御

発電事業者

政
策
・
制
度

～2026年度頃

技
術
開
発
・
実
証

成
果
普
及

※C&Mシステム:
日本版コネクト＆マネージメントシステム

PCS等の技術仕様、
伝送仕様の公開

一般送配電事業者

C&Mシステム
仕様の共有
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アウトカム目標の達成見込み（C&Mシステム）

2024年度～～2023年度

運用:ローカル系統
ノンファーム一律制御

2024.4～

開発・改修・運用:再給電方式（一定の順序）

本NEDO事業

・北海道:2026年度
・東北:～2026年度
・中部:2025年度
・北陸:2027年度
・関西:2026年度

システム仕様検討・
情報収集

システム開発:再給電方式（一定の順序）

運用:再給電方式（一定の順序）
・中国:2026年度
・四国:2025年度
・九州:2027年度
・沖縄:C&Mシステム構築計画なし（NEDO事業における情報収集）

※制御システム及び精算システムの開発・改修等が完了次第、制御方式を移行

仕様案共有 仕様共有

【東京電力PG】

【各一般送配電事業者】

 本事業において東京電力PGがC&Mシステムの基本仕様を開発し、2023年度におけるフィールド実
証による妥当性確認を完了し、2024年度より運用開始（ノンファーム一律制御）。その後、制御シ
ステム及び制御システム及び精算システムの開発・改修等が完了次第、制御方式を再給電方式（一
定の順序）へ移行する。

 各一般送配電事業者（当面混雑の発生が見込めない沖縄を除く）においては、本事業の状況も踏ま
えつつ、今後の混雑が見込まれる時期までに再給電方式（一定の順序）の出力制御順に基づく出力
制御での混雑処理に対応すべく、上記仕様を踏まえた独自のシステム仕様が検討されており、2025～
2027年度に運用開始予定（アウトカム目標達成見込み）となっている。
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アウトカム目標の達成見込み（再エネ連系拡大）

出典:第48回 系統ワーキンググループ 資料４（2023年10月16日）

 2021年4月以降、ノンファーム型接続の検討・契約申込み容量は年々増加し、順次、接続開始とな
る。

 現時点で系統制約による出力制御は実施されていないものの、これらノンファーム電源が系統に接続さ
れ逆潮流が増えることによって、近い将来、C&Mシステムを通じた系統混雑に起因する出力制御が想
定される。
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BEYOND 「日本版コネクト＆マネージ」
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対
象
系
統
の
潮
流

負荷持続曲線1h

電源接続により
潮流が更に増加

8760h
(8760h＝24h✕365days)

[MW
]

電力需要に合わせて電源を制御

電力供給に合わせて電力需要を制御

Energy Storage
Battery

EV

新たな需要（熱利用の電化、半導体、
データセンタ等）

国内の産業活性化

柔軟性と再エネ利用の向上

最適化

DER等の柔軟性としての活用

系統と需要の協調



電力系統の混雑緩和のための分散型エネルギー
リソース制御技術開発（FLEX DERプロジェクト）
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×
混雑緩和

過負荷

DERの状況を一元管理し、混雑緩和に向けて最適に運用

 期間:2022～2024年度
 DERの稼働状況を把握し、需要をシフトするよう制御することで、再エネの出力抑制を回避しながら

配電系統の混雑を緩和することを可能とするDERフレキシビリティシステムの構築に向けた技術開発
を実施

アグリゲーター
システム

アグリゲーター
システム DERDER一般送配電事

業者システム
一般送配電事
業者システム

DERフレキシビリティ
活用プラットフォーム
DERフレキシビリティ
活用プラットフォーム

DER制御系統管理

市場機能 制御機能

DERフレキシビリティシステム

DER

DER
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1. DER等を活用したフレキ
シビリティ技術開発

2. 市場主導型制御システム
の技術検討

3. バイオマス発電・水力発
電・地熱発電の柔軟性向
上のための技術検討

 期間:2024～2028年度
 S+3Eの前提に立ち、統合コストを可能な限り低減し再エネの導入を促進することを目指し、電力

システムの柔軟性確保・最適化のための技術開発（腰を据えたフィージビリティスタディ）

成果適用イメージ
（日本版コネクト＆マネージ2.0）

市場など

Capacity Energy Balancing

ΔkWkWhkW

各種制約を考慮した
電源の起動停止計画/経済負荷配分

(SCUC/SCED) 充電

放電

柔軟性の確保・最適化

送
電
可
能
な
容
量

卒FIT再エネの
kWh・ΔkWの価値提

供・最適化

電源の統合コスト低減に向けた電力システムの柔軟性確保・
最適化のための技術開発事業（日本版コネクト＆マネージ2.0）



イノベーションを加速し、
スピーディーに成果を社会へ

powergrid[@]nedo.go.jp


